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2,309
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283,720学童クラブ運営管理事業 2 生涯学習スポーツ課

消費者保護対策事業 2、3 市民協働課

290,696総事業費（施策の合計）

児童・生徒安全推進事業 2 教育企画課

市民の防犯意識が高まり、犯罪のない安全・安心なまちづくりが進んでいます。

３．構成事業の状況

まちづくりの
基本目標

11 安全・安心に生活できるまち

防災防犯課

施策の方向性

将来像 1 安全でうるおいのある暮らしができるまち（「暮らし」の分野）

１．基本情報 令和4 年度）

施策コード 112 施策名 防犯体制の充実・強化

評価対象年度

市民一人一人の防犯意識の向上に努めます

地域の連携による見守り体制を強化します

関係機関と連携し暴力団排除活動を推進します

２．施策の方向

10年後の姿

主担当部 総務部 主担当課

市民安全推進事業

施策の方向性 担当課

2 防災防犯課

1、2、3 防災防犯課

　　　　　　事務事業名

防犯事業

（単位：千円）

投入財源・成
果（「３．構成事
業の状況」「４．

まちづくり指
標」）に対する

評価

総合評価
（成果、投入財源
等を総合的に評
価）

維持

●防犯事業では、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、総合的な防犯対策を促す市
民まつりでの広報活動は実施できなかったが、防犯協会のパトロール活動や安全安心メー
ルによる注意喚起、特殊詐欺撲滅の駅前キャンペーンなど、積極的な防犯施策を展開し、地
域防犯の役割を果たしている。また、清掃事業組合と連携し、ごみ収集車による注意喚起を
実施するなど各方面と協働し啓発した。更には、東村山警察署からの要請により、防災行政
無線を活用し、特殊詐欺の注意喚起を行った。
●学童クラブ運営管理事業においては、学童クラブに入会している児童に対して、日の短く
なる１１月から２月末までシルバー人材センターを活用し、帰宅時見守り活動を実施し、児童
の安全を確保できた。

※順調「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗が順調に推移している
　 維持「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗に一部課題がある
   停滞「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗が遅れている

５．評価（令和4年度実績に対する)

評価基準 評価※ 評価理由

４．まちづくり指標

指標情報 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

①

名称 刑法犯の認知件数 目標値 360 360 330 260 255

説明
万引き、自転車盗などの認知件
数

件 実績値 304 364

抽出方法 警察発表 達成率 118.4% 98.9%

②

名称
自分の住んでいる地域が治安の面で安心でき
ると思う人の割合

目標値 75.0 75.0

※②抽出方法が世論調査のため、令和2年度の実績を記載している。

75.0 75.0 75.0

説明 ― ％ 実績値 66.7(※) 66.7（※）

抽出方法 市政世論調査（令和2、5、8年度実施） 達成率 88.9% 88.9%
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６．施策を取り巻く環境

令和4年度からの
変更点

　新型コロナウイルス感染症の影響に配慮した防犯体制の確保が必要となる。

７．施策を進める上での課題

①

施策を進める
上での課題

　高齢者が標的にされる特殊詐欺犯罪の発生件数が多い状況である。

②

施策を進める
上での課題 　管理不全の空家が、増加してきており、近隣住民が不安を抱えている。

課題に対する
令和6年度以

降の取組

　定期的に巡回を行い、防犯上危険な状況が見受けられた場合や近隣からの通報があった場合、所有者に通知や連絡を
行い改善を促す。それでも、改善されないようであれば、特定空家判定委員会に諮り、改善されるよう進めて行く。
　また、空家の活用などについて、空家・空地管理センターなど協定締結先や関係部署と連携し、啓発していく。

課題に対する
令和6年度以

降の取組

　高齢者に対して、様々な機会と媒体をとおして特殊詐欺に関する情報を提供するとともに、東村山警察など関係機関と連
携し、対策の必要性を啓発していく。

③

施策を進める
上での課題

　学童クラブに入会する児童の帰宅時見守りについては、例年１１月から２月の期間で実施している。保護者からは、実施
期間の拡大についてご要望をいただいている。

課題に対する
令和6年度以

降の取組

　学童クラブに入会する児童の安全・安心の確保のため、引き続き、国や東京都の補助制度を活用し、実施の期間につい
て検討を行う。
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